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国土交通省
九州運輸局

地方協議会名：福岡県地方協議会
Ⅰ．「標準的な運賃」の推進

➢届出事業者の拡大（改正標準約款届出済県内運送事業者は100%）を目指した取組み。
Ⅱ．「ホワイト物流推進運動」協賛事業数の拡大

➢運送事業者・荷主に対し機会を捉えた賛同の呼びかけ。
Ⅲ．「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン」の浸透

➢加工食品を取扱う荷主企業・運送会社に対するガイドライン浸透を目指した取組み。

2021年度 2022年度 2023年度 2024～年度 ＫＰＩ 備考

・令和5年度末までに
県内に本社を置く運
送事業者の届出率８
割
・令和5年度までに改
正標準運送約款を適
用する県内に本社を
置く運送事業者の届
出率100%

・「標準的な運賃」説明会の開催

・荷主団体への広報、個別運送事業者からの相談への対応

Ⅰ．「標準的な運賃」の推進

Ⅱ．「ホワイト物流推進運動」協賛企業数の拡大

Ⅲ．「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けた
ガイドライン」の浸透

・機会を捉えた荷主企業・物流企業への周知

・重点品目分野への取組

・機会を捉えた荷主企業・運送事業者への周知

・改正改善基準告示
の周知

・令和5年度末ま
でに、運送事業者
５０社、荷主企業
１５社

上
限
規
制
の
適
用
開
始

自
動
車
運
転
者
へ
の
時
間
外
労
働
の

【工程表】

福岡県協議会の検討テーマ（対象輸送分野）は
「加工食品」
「農産物」

令和元年度第１０回協議会において設定

今年度の協議会の方針（R4年度協議）
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国土交通省
九州運輸局令和５年度の取組状況

１．九州運輸局の主な取組

２．福岡労働局の主な取組

①荷主・トラック事業者等へ標準運賃、ホワイト物流推進運動、ガイドライン等の周知
・福岡県JA 園芸物流研修会（R5.4.18）
・日本ロジステックシステム協会 2024年問題研究会（R5.9.7）
・九州各県トラック協会 食料品部会全体交流会（R5.9.29）
・福岡県トラック協会福岡支部 労務セミナー（R5.10.13）
・九州トラック協会 物流政策懇談会（R5.11.1）
・九州運輸振興センター モーダルシフト利用促進セミナー(R5.11.15)
②トラックGメンによる荷主企業への「働きかけ」：８件

３．福岡県トラック協会の取組

①監督署における道路貨物運送業に対する労働時間説明会（R5.4～12）
・説明会開催回数：４５回
・参加事業場数：１０７６社
②荷主に対する長時間荷待ち改善要請件数（R5.4～12）
・要請件数：３１５件

①セミナーの開催（改善基準告示解説セミナー、標準的な運賃活用セミナー 等）
②改善基準告示解説書の配布
③荷主交渉用パンフレットの配布
④2024年問題対応に関するアンケートの実施
⑤2024年問題に関する広報活動（「トラックの日」イベントの開催、ＳＮＳ広告による動画配信 等）
⑥輸送品目単位での荷主懇談会の開催 2



国土交通省
九州運輸局

➢福岡県地方協議会の令和５年度の取組状況等報告案
※毎年、地方協議会の取組等内容をPDCAシート及び工程表により中央に報告することとされている。

今後の対応の方向性

Ⅰ．協議会委員の協力を経て、各種研修会等の場で、

効果的な周知することが必要。

Ⅱ．持続可能な物流の実現のために、中長期的な
観点からの取組も必要。

福岡県地方協議会の令和５年度の取組状況

ＫＰＩ 令和５年度の達成状況

Ⅰ．標準的な運賃届出事業者の増加
・届出率：６５．１％（昨年６０．５％）
・標準約款適用事業者の届出率：７６％ （昨年７２％）

Ⅱ．ホワイト物流推進運動 賛同企業の拡大
・賛同企業数： ６８社（昨年５５社）
（内訳）
・運送事業者：４９社（昨年４２社）
・荷主企業：１９社（昨年１３社）

令和5年12月31日現在

令和５年度の重点取組事項

Ⅰ．標準的な運賃の推進
Ⅱ．ホワイト物流推進運動企業数の拡大
Ⅲ．ガイドラインの浸透
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国土交通省
九州運輸局令和６年度の取組の方向性

2024年 2030年

・「2024年問題」は当該時点を乗り越えれば終わる一過性の課題ではなく、

当該時点から始まる構造的な課題。

・2030年の輸送力不足も見据え、（中略）中長期的に継続して取り組む必要。

物流に向けた政策パッケージ（R5.6.2）

・不足する輸送能力：14.2％
・不足するトラック運転者：14.5万人

⇒ ①効果的な取組が必要 ⇒ ②中長期な取組が必要

・不足する輸送能力：34.1％
・不足するトラック運転者：21.4万人

4⇒  周知体制の構築 ⇒  調査・研究



国土交通省
九州運輸局今後の取組（①効果的な対応）の方向性（１）

広く荷主・消費者へ
連携した周知

（1）荷主企業や消費者の意識改革

・物流に係る広報について、様々な民間事
業者等と連携するための方策や社会的な運
動に発展させていくための戦略や進め方等を
調査した上で、より広く荷主企業や消費者
に対して、物流が果たしている役割の重
要性やその危機的状況、持続可能な物
流の実現のために各々が取り組むべき
事項を伝えることができるよう広報を強

化すること。

（３）荷主・消費者の行動変容

物流に係る広報の推進

・より広く荷主企業や消費者に対して、
物流が果たしている役割の重要性や
その危機的状況、持続可能な物流
の実現のために各々が取り組むべき

事項を伝える

（議事概要）

・まさにこの協議会などを通じまして荷主の皆
様を含めてしっかり周知をして、浸透させていか
なければいけない状況だと考えており、我々も、あら
ゆることに取り組んでいきたいと思ってございます。
（小熊貨物課長（国土交通省））

・物流、今日、公において物流が置かれた地位を
考えますと国民の皆さん、消費者の皆様に重要
性を本当に真の意味で理解をしていただか
ないと問題の解決にならないのじゃないかと
常々思っています。（野尻座長（学校法人日通

学園理事長）)

物流革新に向けた
政策パッケージ
（R5.6.2）

持続可能な物流の
実現に向けた検討
会 最終とりまとめ
（R5.8.31）

第１６回トラック輸送に
おける取引環境・労働時
間改善中央協議会
（R5.3.13）

福岡県地方協議会
取組の方向性(案)

①効果的な取組 ～周知体制の構築～
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国土交通省
九州運輸局今後の取組（①効果的な対応）の方向性（２）

・持続可能な物流の実現のために、物流が果たしている役割の重要性や
の危機的状況、今後の対策等について荷主企業や消費者等へ向けて、
広く効果的な周知を実施することが必要。
・効果的な周知のためには、福岡県地方協議会の各委員が連携した上で
荷主・消費者等へ広く周知を行う体制を構築することが必要。

福岡県地方協議会の取組としての方向性

連携し
て周知

荷主

行政

その他
委員

トラック
業界

各委員

• 会員向け研修会
• 企業内研修会
• 消費者向け勉強会
• 理事会 等

協議会事務局

• 事務局（福岡運輸
支局・福岡労働
局・福岡県トラック
協会）が各委員の
オーダーにあった
講習先を調整

各行政機関等

• 運輸支局

• 労働局

• 経産局

• 農政局

• 公取委員会

• トラック協会 等⇒ 協議会事務局へ相談
⇒ 各行政機関等へ依頼 ⇒ 講習等を実施

周知のスキーム
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国土交通省
九州運輸局今後の取組（①効果的な対応）の方向性（３）

周知イメージ

福岡県JA園芸物流研修会（R5.4.18）福岡商工会議所特別講演会（R5.3.16）
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国土交通省
九州運輸局今後の取組（②中長期的な取組）の方向性

②中長期的な取組 ～調査・研究～

(出典：持続可能な物流の実現に向けた検討会 第３回株式会社NX総合研究所資料)

運転手の供給のためには、トラック業界からの人材流出を
食い止め、定着させることが必要。

令和６年度は「定着（勤続年数）と労働条件等の関係
性」に関するアンケート調査をトラック事業者へ実施。

・今後、トラック事業者が優先的に投資すべき労働条件、
行政等が支援する際の参考べき項目を明らかにする。

アンケート（イメージ）

※状況等によりアンケート内容を変更することもございます。
8



国土交通省
九州運輸局令和６年度の実施事項について（PDCAシート＆工程表）

令和６年度の「トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会」の実施事項について
（令和５年８月9日 厚労省労働条件政策課長、同監督課長、国交省貨物課長 通達）

2 重点取組事項のPDCAについて

上記1(1)、(2)、(3)の今年度の重点取組事項が、
令和6年度から適用される時間外労働の上限規制に
向けて効果的な取組となるよう、各地方運輸局等は
管轄する各地方協議会の取組について、別添様式1
を用いてPDCAサイクルによる継続的な改善を行うこと。
この際、PDCAを効果的に実施できるよう、別添様式2
を用いて令和6年度から時間外労働の上限規制が適
用されることに向けた改善のための工程表を作成し、中
長期の取組となるような目標及び指標（KPI）を設
定するよう努めること。
なお、地方運輸局等は取りまとめた別添様式1・2を
令和６年4月末日までに自動車局貨物課に報告する
こと。

○）□□□□□□□□□□□□□□□＜重点取組事項名＞

○重点取組事項概要

○ＫＰＩ

○重点取組事項の取組状況

○課題及び今後の対応の方向性

記載担当者名：○○省（○○局○○課〇〇）

　□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□。

［　］□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
　【○○年度～○○年度　□□□□　　→　○○年度～○○年度　□□□□】

　□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□。

【ＫＰＩ】

　□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□。

別添様式1（PDCAシート）

地方協議会の新たな取組として、
PDCAサイクルによる継続的な改善
と工程表の作成が必要。 別添様式2（工程表） 9



国土交通省
九州運輸局

➢福岡県地方協議会の令和６年度の取組状況のPDCAシート（案）

福岡県地方協議会の令和６年度の取組状況

令和６年度の重点取組事項
Ⅰ．荷主企業や消費者への効果的な周知
⇒ 協議会の周知体制を構築し、当該
体制の下、効果的な周知を実施

Ⅱ．中長期的な観点から調査研究の実施
⇒ トラック運転手の労働条件に関する
アンケートを実施し、今後の対策の方
向性に関する研究を実施

令和６年度のKPIの設定
Ⅰ．荷主企業や消費者への効果的な周知
⇒ 当協議会の周知体制を構築し、荷主企業
・消費者等に対する周知を4回以上行う。
（経済団体４者×１回を想定）

Ⅱ．中長期的な観点から調査研究の実施
⇒ アンケートを実施する（１回）。

令和６年度の重点取組事項の取組状況
令和６年度の課題及び今後の対応の方向性

⇒ 来年度（令和６年度）の当協議会で記載。
10



国土交通省
九州運輸局

2021年度 2022年度 2023年度 2024～年度 ＫＰＩ 備考

・荷主企業等に対す
る周知を４回以上
行う。

Ⅰ．荷主企業
や消費者等へ
効果的な周知

・トラック事業者に
向けてアンケート
を実施する(１回)。

Ⅱ．中長期的な
観点から調査・
研究を実施

工程表（案）

・「標準的な運賃」説明会の開催

・荷主団体への広報、個別運送事業者からの相談への対応

Ⅰ．「標準的な運賃」の推進

Ⅱ．「ホワイト物流推進運動」協賛企業数の拡大

Ⅲ．「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイドライン」浸透

・機会を捉えた荷主企業・物流企業への周知

・重点品目分野への取組

・機会を捉えた荷主企業・運送事業者への周知

・改正改善基準告示周知

＜地方協議会名＞：トラック輸送における取引環境・労働時間改善福岡県地方協議会
＜重点取組事項名＞
Ⅰ．荷主企業や消費者へ効果的な周知
➢協議会各委員との連携の下、委員等の主催する研修会や理事会等の場で、物流が果たしている役割の重要性やその危機的状況、今後の対策等
について荷主企業や消費者へ広く効果的な周知を実施する。

Ⅱ．中長期的な観点から調査・研究を実施
➢ トラック運転手の労働条件に関するアンケート調査を実施し、今後の対策の方向性について研究を行う。

【工程表】
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国土交通省
九州運輸局今後の対象輸送分野について

１ 今年度の重点取組事項について
（１）今年度の輸送分野別の検討について
① 対象輸送分野
各地方協議会事務局（運輸支局、都道府県労働局及び都道府県トラック協会をい う。以下同じ。）は、これまでの地方協議会での
課題整理や過去の実証事業を通じ て浮き彫りとなった課題、輸送分野ごとに顕在化している課題等に対し、１つ以上 の輸送分野にお
ける課題の整理及び課題に対する改善策の活用等を検討すること。 検討の対象とする輸送分野（以下「対象輸送分野」という。）は、
各地方の状況に 応じ、次の（ア）～（カ）のいずれかにより選定すること。なお、選定に当たって は、下記２において工程表作成及び
ＫＰＩ設定が行われることを考慮し、中長期的 な取組を見据えて検討すること。
（ア）令和元年度に実施した待機時間・附帯作業に関する調査の都道府県別の結果 に基づき、各都道府県における待機時間が特に
長い輸送分野（別添資料参照）

（イ）令和２年度に実施した積載効率に関する調査の輸送品目別及び都道府県別 の結果に基づき、各都道府県における積載効
率の改善が必要（※）な輸送分野 （別添資料参照） ※ 令和元年度の数値が平成 22 年度の数値と比較し、概ね約５％
以上低下してい る輸送分野を目安とする。

（ウ）過去の重点取組事項や実証事業のフォローアップを実施する必要があると考えられる輸送分野
（エ）「加工食品、飲料・酒」、「建設資材」及び「紙・パルプ」の中で、各輸送品 目別のガイドライン（※）で示した『今後の取組みの
方向性』に沿って取組を行う輸送分野

（オ）各地方協議会事務局が取組事項として特に必要と認めた輸送分野
（カ）令和４年度に下記２に基づき工程表の作成及びＫＰＩを設定している輸送 分野

令和５年度の「トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会」の実施事項について
（令和５年８月９日 厚労省労働条件政策課長、同監督課長、国交省貨物課長 通達）

・これまでの協議会において「加工食品、農産物」を対象輸送分野として重点的に取組を行ってきたところ。
・今後（令和６年度以降）も、引き続き「加工食品、農産物」を対象輸送分野として本省に報告したい。
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